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平成30年度　介護保険制度のお知らせ
　日の出町では、平成 30年度～ 32年度（2018 年度～ 2020 年度）の介護保険事業運営の基本
となる「日の出町高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画」の策定にあたり、3年間の介護サー
ビス量を推計し、これに基づき平成 30年度～ 32年度（2018 年度～ 2020 年度）の保険料額を
算定しました。

●介護保険料の改定 【基準額5,500円× 12か月＝ 66,000円】
　低所得者の保険料軽減、介護保険料基準額の抑制を図るため、これまでの12段階を 13段階とす
る多段階化の措置を行いました。

所得段階 対　　　　　象　　　　　者
保険料率
（低所得者
　軽減後）

月額保険料
（低所得者
　軽減後）

保険料
（低所得者
　軽減後）

第 1段階

生活保護受給者の方
老齢福祉年金受給者で､ 世帯全員が市町村民税非課税の方
世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と課
税年金収入額の合計が80万円以下の方

0.50
（0.45）

2,750
(2,475)

33,000
（29,700）

第2段階
世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と課税
年金収入額の合計が120万円以下の方

0.75 4,125 49,500

第3段階
世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と課税
年金収入額の合計が120万円を超えている方

0.75 4,125 49,500

第4段階
世帯の誰かに市町村民税が課税されているが､ 本人は市町村民
税非課税で､ かつ本人の前年の合計所得金額と課税年金収入額
の合計が80万円以下の方

0.90 4,950 59,400

第5段階
世帯の誰かに市町村民税が課税されているが､ 本人は市町村民
税非課税で､ かつ本人の前年の合計所得金額と課税年金収入額
の合計が80万円を超えている方

1.00 5,500 66,000

第6段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額125万円未満の
方

1.25 6,875 82,500

第7段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が125万円以上
200万円未満の方

1.35 7,425 89,100

第8段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が200万円以上
300万円未満の方

1.55 8,525 102,300

第9段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が300万円以上
400万円未満の方

1.75 9,625 115,500

第10段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が400万円以上
600万円未満の方

1.85 10,175 122,100

第11段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が600万円以上
800万円未満の方

2.05 11,275 135,300

第12段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が800万円以上
1,000万円未満の方

2.10 11,550 138,600

第13段階
本人が市町村民税課税で､ 前年の合計所得金額が1,000万円以
上の方

2.20 12,100 145,200

総合文化体育センター並びに野外スポーツ施設の設置推進!!
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対
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住
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さ
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費
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課
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※
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し
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た
額
。

必
要
書
類　

全
員
▼
本
人
確
認
書
類
（
保
険
証

ま
た
は
運
転
免
許
証
な
ど
）

対
象
者
②
③
の
方
▼
次
の
い
ず
れ
か
１
点

ア　

30
年
度
介
護
保
険
料
納
入
（
決
定
）
通
知
書

※
所
得
段
階
区
分
欄
に
「
１
」「
２
」「
３
」「
４
」

〒190-0192（個別郵便番号）東京都西多摩郡日の出町平井2780  TEL  042（597）0511（代）　FAX  042（597）4369
開庁時間　午前8時30分～午後5時15分　閉庁　土・日曜日、祝日、年末年始（12月29日～翌年1月3日）

対象者 費　用

①30年度
　住民税課税者

10,255円
（4～ 9月　
　　 発行分）

②30年度
　住民税非課税者

1,000円

③30年度住民税
　課税者であるが
　29年の合計所
　得金額（※1）
　が125万円以
　下の方

1,000円

●低率負担の見直し（平成30（2018）年 8月施行）
現役並みの所得のある方の利用者負担割合の見直し
　　世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続性を高める観点から、2割負担者のうち特に、
　所得の高い層の負担割合を3割とします。ただし、月額44,400円の負担の上限があります。
　【利用者負担割合】 負担割合

年金収入等340万円以上 ２割⇒３割

年金収入等280万円以上 ２割

年金収入等280万円未満 1割

第2号被保険者、住民税非課税者、生活保護受給者は所得にかかわらず1割負担とします。

○ 負担割合の判定フロー

3 割負担

本人の合計所得金額が

220万円以上

下記以外の場合

同一世帯の第 1号被保険者の年
金収入＋その他の合計所得金額
単身　　：340万円未満
2人以上：463万円未満

下記以外の場合

同一世帯の第 1号被保険者の年
金収入＋その他の合計所得金額
単身　　：280万円未満
2人以上：346万円未満

2割負担
※2割負担判定フローへ

（1割負担）

第 1号
被保険者

2割負担

本人の合計所得金額が
160万円以上
220万円未満

1割負担

1割負担
本人の合計所得金額が

160万円未満

＊「合計所得金額」とは収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した額で、基礎控除や人的控除等
　の控除をする前の所得金額
＊「その他の合計所得金額」とは合計所得金額から年金収入にかかる雑所得を除いた額

【お願い】給付費の上昇を可能な限り抑えつつ、今後も介護保険制度を安定的に持続させていくため
　　　　 にも、皆さまのご理解ご協力をお願いします。

　　いきいき健康課 介護保険係　　　385

お
知
ら
せ


